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平 成 ３ ０ 年 度 飯 能 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

 （総 則） 

第１条 平成３０年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴ 給 水 戸 数             ３６，０００戸 

   （ 給 水 世 帯 数 ）            （３４，２７０世帯） 

⑵ 年 間 総 配 水 量          ９，９１６，０００㎥ 

⑶ １ 日 平 均 配 水 量             ２７，１６６㎥ 

⑷ 主 要 な 建 設 改 良 事 業 

    イ 老朽管布設替事業           ２７８，８５６千円 

    ロ 配水管網整備事業           ２０４，６６０千円 

    ハ 浄水施設等再構築事業         ４１３，６６７千円 

    ニ 取水・浄水・配水施設等整備事業    ２４７，３６６千円 

    ホ 基幹施設耐震化事業           ７９，５６０千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                       収         入 

 第１款 水 道 事 業 収 益        １，８７４，９８９千円 

  第１項 営 業 収 益       １，６０４，１２６千円 

  第２項 営 業 外 収 益         ２７０，５９１千円 

  第３項 特 別 利 益             ２７２千円 
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                       支         出 

 第１款 水 道 事 業 費 用        １，７２０，１７３千円 

  第１項 営 業 費 用       １，６６２，９５６千円 

  第２項 営 業 外 費 用          ５３，６０１千円 

  第３項 特 別 損 失             ６１６千円 

  第４項 予 備 費           ３，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する 額 

１，０２１，０３０千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８７，９５２千円、減債積立金１２，７

４９千円、過年度分損益勘定留保資金４７９，３６６千円、当年度分損益勘定留保資金４４０，９６３千円で補てん

するものとする。）。 

                       収         入 

第１款 資 本 的 収 入          ５０２，４６８千円 

  第１項 企 業 債         ４００，０００千円 

第２項 負 担 金          ８４，５５８千円 

  第３項 県 補 助 金          １７，９１０千円 

                       支         出 

 第１款 資 本 的 支 出        １，５２３，４９８千円 

  第１項 建 設 改 良 費       １，３０７，３５１千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金         ２１６，１４７千円 
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（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総  額 年  度 年 割 額 

1 資本的支出 1 建設改良費 飯能地内送配水管布設事業 248,400 千円 
平成 30 年度 99,360 千円 

平成 31 年度 149,040 千円 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

 

老朽管布設替事業 

千円 

150,000 

 

普 通 貸 借 
又 は 
証 券 発 行 

 

4.0％以内（ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の見
直しを行った後においては、
当該見直し後の利率） 

 

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その融
資条件、銀行その他の場合には
その債権者と協定するところ
による。ただし、企業財政の都
合により繰上償還し、又は低利
債に借り換えることができる。 

浄水施設等再構築事業 50,000 同 上 同 上 同 上 

取水・浄水・配水施設等
整備事業 

200,000 同 上 同 上 同 上 

計 400,000 

 

   

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 営業費用及び営業外費用の間の流用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 ⑴ 職 員 給 与 費             ２００，５３５千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計への補助を受ける金額は、９，０００千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１８，３０３千円と定める。 

 

 

                         

 


